
規制・制度環境の整備第５節

　新興国市場の成長を取り込むには、相手国のニーズ
に応える商品を生み出すだけでなく、同市場を我が国
の製品・技術にとって有利な競争環境に整える必要が
ある。昨今の熾烈なグローバル競争においては、価格
や技術のみならず、知的財産、標準、民間規格、さら
にはこれらを規定する各国「制度」が企業利益に大き
な影響を与えている。欧米諸国は、従来から制度形成
が自国製品の競争条件を左右することの重要性を認識
しており、官民で連携して新興国における制度構築に
も積極的に取り組んでいるが、我が国は、制度は企業
が適応すべき所与のものと捉える傾向にあること、制
度構築がもつ重要性に対する理解の不足などにより、
必ずしも大きな成果を生んでこなかった。今後、我が
国企業の製品・サービスの優位性を高める競争環境を
生み出し、結果としてビジネス上の効果を生むために
は、既存の制度に適応するだけでなく、最適な制度を
自ら形成するという視点が必要である。すなわち、企
業活動がますますグローバル化する今日においては、
制度構築に際して Standards （標準）と Regulations
（規制）を戦略的に連携させ、最終的に我が国が取得
した Standards を相手国の Regulations として導入す

ることで企業利益を拡大することが不可欠である。
　以下の第Ⅲ-2-5-1 図は、自社製品の競争上の優位性
確保を目的として、各国や企業が制度形成に取り組ん
だ主な事例をまとめたものである。自社の売上げの増
加のほか、売上げ減の回避、生産コストの削減、生産
コスト増の回避等、制度形成に取り組む目的は様々で
あるが、今後もこのような制度形成の成功事例を増や
していくことが必要である。制度形成に当たっては、
世界の政策・ルール動向に敏感であること、制度形成
を経営戦略に位置づけることの重要性を理解し、最適
な内部体制を構築すること、国ごとの事情や政策体系
に応じた効果的なアプローチをすること、などが求め
られる。一方で、企業だけでは活動に限界があり、政
府によるアプローチも不可欠である。制度形成の重要
性を啓発するとともに、フェーズに応じて政府間の働
きかけを行い、企業活動を後押しすることが必要である。
　今後、対象とする国・市場の特徴を踏まえ、官民が
連携して制度形成を積極的に仕掛けていくことで、新
興国市場の成長を取り込み、我が国経済の持続的な発
展につなげていく。
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資料：�デロイトトーマツコンサルティング「平成 25 年度内外一体の経済成長戦略構築にかかる国際経済調査事業（新興国における規制・制度環境整備に関
する調査）」を参考に経済産業省作成

第Ⅲ-2-5-1 図　各国、企業の制度整備に関する取組の例

スウェーデン：福祉車両の安全基準 ダイキン工業（大阪）：各国省エネ基準
大成プラス（東京・中小企業）：
自社技術の評価方法の ISO 規格化

ヤクルト（東京）：
国際食品規格の獲得

デュポン（米国）：
フロン規制の国際条約

GLOBAL G.A.P（EU）：
民間業界規格の統一による公共善の実現

ウォルマート（米国）：
バイイングパワーのある民間企業による実質国際標準化
（デファクトスタンダード化）

世界ダイヤモンド会議：
紛争ダイヤモンドを取引対象外に

ドイツ：タイの自動車税制

日本：ベトナムの省エネ評価基準

強みを持つ福祉車両関連用
具の技術基準や試験方法を
ISO 規格化。
さらに、この ISO 規格を EU
指令に紐づけることで製品
展開の環境を整備。

強みを持つ省エネインバー
ターエアコンが有利となる
省エネ性能評価基準が採用
されるよう、現地企業とも
協力し、現地政府に対し働
きかけ。

国際食品規格において、自
社の乳酸菌飲料を発酵乳規
格の新しいカテゴリーとし
て定義付け。
国際規格に自社に有利な基
準を入れ込むことに成功。

強みを持つ自社のフロン代
替物質の技術を世界各国に
導入するため、NGO と協力
しながらフロン規制の導入
を積極的に推進。
モントリオール議定書でフ
ロン規制が国際条約に。

農産品の生産工程管理につい
て、環境に優しい製法、労働
に優しい製法等の望ましい農
場管理規範を取り入れること
により、食品の安全管理の向
上を目指す認証システム。欧
州小売業界は、自社の監査コ
ストの低減等を目指し、積極
的に導入。

自社サプライズチェーンを通じたサステナビリ
ティ目標を設定し、フードロス削減など環境に
優しい製品の調達比率を高めることを宣言。バ
イイングパワーにより実質的に国際標準化（デ
ファクトスタンダード化）。
自社で販売する製品の環境影響要素（CO2 以外
にも水や土壌など含む。）の情報を収集・分析
し、新たな入札条件を設定。

内戦当事国の外貨獲得
手段を奪うために、内
戦国から産出するダイ
ヤモンドなどを「紛争
ダイヤモンド」と定義
し、関係業界はそれら
を取引の対象外にする
ことを求めるもの。

自社の開発した世界最先端の接合技術の評価
方法について、大手樹脂メーカーとともに、
国内制度（トップスタンダード制度※）も活
用し、スピーディーに ISO へ提案・ISO 規格
化を実現。
※トップスタンダード制度
国際競争力のある企業の国際標準提案を、国が直接かつ迅
速に審査し、国際提案する制度。

EU―タイ FTA 交渉開始を背景
に、ドイツ自動車工業会が
CO2 排出量に連動する EU基
準の新しい自動車税制を提
案。
企業アジェンダと合致した
「共通善」を掲げ、制度改
正を後押し。

強みを持つ省エネ性能
の評価方法につき、政
府と企業連携しなが
ら、ベトナムでの基準
認証制度構築を支援。
アジア諸国をも巻き込
んだ形で、国際標準を
獲得・普及。
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